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告 示
栃木県告示第142号
　生活保護法（昭和25年法律第144号。中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人
等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項（中国残留邦人等の円滑な
帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成19年法律第127号）附則第
４条第２項において準用する場合を含む。）においてその例による場合を含む。以下同じ。）第54条の２第１項
の規定により介護扶助又は介護支援給付のための居宅介護若しくは居宅介護支援計画の作成、福祉用具の給
付、施設介護、介護予防若しくは介護予防支援計画の作成又は介護予防福祉用具の給付を担当する機関を指定
したので、生活保護法第55条の３の規定により次のとおり告示する。
　　令和５（2023）年４月７日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　居宅介護事業者

指 定
年 月 日

居 宅 介 護 事 業 者 居 宅 介 護 事 業 所
居宅介護の
種 類名 称 主 た る 事 務 所

の 所 在 地 名 称 所 在 地
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令 和 ５
（2023）年
３月１日

公益社団法人栃木
県看護協会

宇都宮市駒生町
3337-１　とちぎ
健康の森４階

とちぎ訪問看護ス
テーションたかね
ざわ

塩谷郡高根沢町光
陽台３丁目15-１

訪問看護

２　介護予防事業者

指 定
年 月 日

介 護 予 防 事 業 者 介 護 予 防 事 業 所
介護予防の
種 類名 称

主 た る 事 務 所
の 所 在 地

名 称 所 在 地

令 和 ５
（2023）年
３月１日

公益社団法人栃木
県看護協会

宇都宮市駒生町
3337-１　とちぎ
健康の森４階

とちぎ訪問看護ス
テーションたかね
ざわ

塩谷郡高根沢町光
陽台３丁目15-１

介護予防訪
問看護

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第143号
　生活保護法（昭和25年法律第144号。中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人
等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項（中国残留邦人等の円滑な
帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成19年法律第127号）附則第
４条第２項において準用する場合を含む。）においてその例による場合を含む。以下同じ。）第50条の２の規定
により指定医療機関の名称等を次のとおり変更した旨の届出があったので、生活保護法第55条の３の規定によ
り告示する。
　　令和５（2023）年４月７日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
指定訪問看護事業者等

変 更
年 月 日

指 定 訪 問 看 護 事 業 者 等 訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 等

名 称 主たる事務所の所在地 名 称 所 在 地

令 和 ５
（2023）年
３月１日

合同会社リビング
アーティスト

塩谷郡高根沢町宝石台
二丁目１番地１（塩谷
郡高根沢町光陽台四丁
目９番地２）

アイリブ訪問看護ス
テーション

塩谷郡高根沢町光陽台
５丁目２-13（塩谷郡
高根沢町宝石台２丁目
１-15）

令 和 ５
（2023）年
３月１日

株式会社リージョン
リンク

那須烏山市金井二丁目
18番３号（那須烏山市
金井二丁目12番９号）

訪問看護ステーショ
ンこころの和

那須烏山市金井二丁目
18番３号（那須烏山市
金井二丁目12番９号）

令 和 ５
（2023）年
３月１日

公益社団法人栃木県
看護協会

宇都宮市駒生町3337-
１　とちぎ健康の森４
階

とちぎ訪問看護ス
テーションたかねざ
わ

塩谷郡高根沢町光陽台
３丁目15-１（塩谷郡
高根沢町宝積寺2426-
８パークタウン高根沢
104）

（注）表中の（　）内は変更前のもの
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第144号
　生活保護法（昭和25年法律第144号。中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人
等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項（中国残留邦人等の円滑な
帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成19年法律第127号）附則第
４条第２項において準用する場合を含む。）においてその例による場合を含む。以下同じ。）第54条の２第５項
において準用する生活保護法第50条の２の規定により指定介護機関の名称等を次のとおり変更した旨の届出が
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あったので、同法第55条の３の規定により告示する。
　　令和５（2023）年４月７日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　居宅介護事業者

変 更
年 月 日

居 宅 介 護 事 業 者 居 宅 介 護 事 業 所
居宅介護の
種 類名 称

主 た る 事 務 所
の 所 在 地

名 称 所 在 地

令 和 ５
（2023）年
３月１日

合同会社リビング
アーティスト

塩谷郡高根沢町宝
石台二丁目１番地
１（塩谷郡高根沢
町光陽台四丁目９
番地２）

アイリブ訪問看護
ステーション

塩谷郡高根沢町光
陽台５丁目２-13
（塩谷郡高根沢町
宝石台２丁目１-
15）

訪問看護

令 和 ５
（2023）年
３月１日

株式会社リージョ
ンリンク

那須烏山市金井二
丁目18番３号（那
須烏山市金井二丁
目12番９号）

訪問看護ステー
ションこころの和

那須烏山市金井二
丁目18番３号（那
須烏山市金井二丁
目12番９号）

訪問看護

令 和 ５
（2023）年
３月１日

公益社団法人栃木
県看護協会

宇都宮市駒生町
3337-１　とちぎ
健康の森４階

居宅介護支援事業
所たかねざわ

塩谷郡高根沢町光
陽台３丁目15-１
（塩谷郡高根沢
町宝積寺2426-８
パークタウン高根
沢105）

居宅介護支
援

２　介護予防事業者

変 更
年 月 日

介 護 予 防 事 業 者 介 護 予 防 事 業 所
介護予防の
種 類名 称

主 た る 事 務 所
の 所 在 地

名 称 所 在 地

令 和 ５

（2023）年
３月１日

合同会社リビング
アーティスト

塩谷郡高根沢町宝
石台二丁目１番地
１（塩谷郡高根沢
町光陽台四丁目９
番地２）

アイリブ訪問看護
ステーション

塩谷郡高根沢町光
陽台５丁目２-13
（塩谷郡高根沢町
宝石台２丁目１-
15）

介護予防訪
問看護

令 和 ５

（2023）年
３月１日

株式会社リージョ
ンリンク

那須烏山市金井二
丁目18番３号（那
須烏山市金井二丁
目12番９号）

訪問看護ステー
ションこころの和

那須烏山市金井二
丁目18番３号（那
須烏山市金井二丁
目12番９号）

介護予防訪
問看護

（注）表中の（　）内は変更前のもの
（保健福祉課）　

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第145号
　社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号）附則第18条の規定により登録研修機関から次のとおり
変更の届出があったので、同法附則第24条の規定により次のとおり公示する。
　　令和５（2023）年４月７日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
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登 録 番 号

事 業 者 事 業 所
変 更 の
年 月 日

喀痰吸引等
研修の課程氏 名 又 は

名 称

住 所 又 は
主たる事務所
の 所 在 地

名 称 所 在 地

0911008 DXO株式会社 東京都中央区
日本橋蛎殻町
二丁目13番６
号

DXO株式会社 東京都中野区
本町二丁目46
番２号（東京
都中野区本町
三丁目31番11
号）

令 和 ５
（2023）年
４月15日

第一号研修
第二号研修

（注）表中の（　）内は変更前のもの
（高齢対策課）　

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第146号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、次の土地改良区の定款の変更を認可した
ので、同条第３項の規定により公告する。
　　令和５（2023）年４月７日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

土 地 改 良 区 名 認 可 年 月 日

西 下 ヶ 橋 土 地 改 良 区 令和５（2023）年３月30日

大 山 土 地 改 良 区 令和５（2023）年３月27日

石 橋 土 地 改 良 区 令和５（2023）年３月27日

塩 那 台 地 土 地 改 良 区 令和５（2023）年３月30日

（農地整備課）　
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第147号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。
　その関係図面は、栃木県県土整備部道路保全課において、令和５（2023）年４月７日から同年５月８日まで
一般の縦覧に供する。
　　令和５（2023）年４月７日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
道路の種類　県道
路　線　名　主要地方道　藤原宇都宮線
道路の区域

整理番号 変更前
後の別 区 間 敷地の幅員

（メートル）
延 長
（メートル） 備 考

67
前 宇都宮市関堀町92-１から

宇都宮市関堀町47-１まで 18.0 ～ 24.6 154.2

後 宇都宮市関堀町92-１から
宇都宮市関堀町47-１まで 18.0 ～ 27.0 154.2

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第148号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を開始する。
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　その関係図面は、栃木県県土整備部道路保全課において、令和５（2023）年４月７日から同年５月８日まで
一般の縦覧に供する。
　　令和５（2023）年４月７日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

整理番号 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日

22 主 要 地 方 道
大 子 黒 羽 線

大田原市須賀川字大久保5861から
大田原市須賀川字大久保5801まで

令和５（2023）年
４月７日

22 主 要 地 方 道
大 子 黒 羽 線

大田原市須佐木字八重川2047-１から
大田原市須佐木字木曽ノ内149-１まで

令和５（2023）年
４月７日

（道路保全課）　
　───────────────────────────────────────────────

公 告
　　　○令和５（2023）年度栃木県立産業技術専門校訓練生の募集
　令和５（2023）年度に入校する栃木県立産業技術専門校訓練生を次のとおり募集するので、栃木県立産業技
術専門校規則（昭和47年栃木県規則第36号）第９条の規定により公告する。
　　令和５（2023）年４月７日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　募集する訓練課程
普通職業訓練短期課程（委託コース）

２　応募資格者

学 校 名 所 在 地 等 訓 練 科 名 対 象 者 定員 入校月

県央
産業技術
専門校

〒321-0905
宇都宮市平出工業団地
48-４
電話028-689-6380

１　ビルクリーニング科 知的・精神障害者 ５人 ９月

２　Ｗｅｂスキル習得科
　　（ｅラーニング）

身体・精神障害者 ５人 12月

県北
産業技術
専門校

〒325-0001
那須郡那須町大字高久甲
5226-24
電話0287-64-4000

３　清掃実務科 知的・精神障害者 ５人 ７月

４　事務パソコン基礎科 身体・精神障害者 ５人 12月

県南
産業技術
専門校

〒329-4214
足利市多田木町76
電話0284-91-0803

５　レストランサービス科 障害種別を問わない ５人 ６月

６　パソコン事務科 身体・精神障害者 ５人 10月

県央、県北及び県南産業技術専門校 ７　事業主委託訓練 障害種別を問わない 13人 随時

注）全ての訓練科について社会福祉法人等に委託して実施する。
３　募集期間及び募集方法

訓 練 科 名 募 集 期 間 応 募 方 法

１　ビルクリーニング科 令和５（2023）年７月３日（月）から
同年８月９日（水）まで

最寄りの公共
職業安定所に
求職の申込み
をし、入校願
書を提出す
る。

２　Ｗｅｂスキル習得科
　　（ｅラーニング）

令和５（2023）年10月３日（火）から
同年11月９日（木）まで

３　清掃実務科 令和５（2023）年４月10日（月）から
同年６月12日（月）まで
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４　事務パソコン基礎科 令和５（2023）年９月15日（金）から
同年11月17日（金）まで

５　レストランサービス科 令和５（2023）年４月10日（月）から
同年５月26日（金）まで

６　パソコン事務科 令和５（2023）年７月10日（月）から
同年９月８日（金）まで

７　事業主委託訓練 随時

注）定員に満たない場合は、追加募集を行うことがある。
４　問合せ先
募集についての不明な点は、各産業技術専門校に問い合わせること。

（労働政策課）　
　───────────────────────────────────────────────
　　　○基本測量の実施
　測量法（昭和24年法律第188号）第14条第１項の規定により、国土地理院長から基本測量を実施する旨通知
があったので、同条第３項の規定により次のとおり公示する。
　　令和５（2023）年４月７日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　作業種類
基本測量（空中写真撮影）

２　作業地域
那須郡那須町

３　作業期間
令和５（2023）年５月19日から令和６（2024）３月31日まで

　───────────────────────────────────────────────
　　　○基本測量の終了
　令和５（2023）年１月13日付けの栃木県公報で公示した「基本測量の実施」について、測量法（昭和24年法
律第188号）第14条第２項の規定により、国土地理院長から、その基本測量が終わった旨通知があったので、
同条第３項の規定により次のとおり公示する。
　　令和５（2023）年４月７日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
Ⅰ
１　作業種類
基本測量（空中写真撮影）

２　作業地域
足利市、栃木市、佐野市

３　作業期間
令和５（2023）年１月17日から同年３月16日まで

Ⅱ
１　作業種類
基本測量（航空レーザ測量による高精度標高データ整備）

２　作業地域
栃木市、小山市、下都賀郡野木町

３　作業期間
令和５（2023）年１月20日から同年３月20日まで

　───────────────────────────────────────────────
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　　　○公共測量の終了
　令和４（2022）年11月４日付けの栃木県公報で公示した「公共測量の実施」について、測量法（昭和24年法
律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、矢板土木事務所長から、その公共測量
が終わった旨通知があったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により次のとおり公示
する。
　　令和５（2023）年４月７日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
Ⅰ
１　作業種類
公共測量（航空レーザ（地図情報レベル1000））
公共測量（数値図化（地図情報レベル2500））

２　作業地域
那須塩原市

３　作業期間
　　令和４（2022）年９月28日から令和５（2023）年３月10日まで
Ⅱ
１　作業種類
公共測量（航空レーザ（地図情報レベル2500））
公共測量（数値図化（地図情報レベル2500））

２　作業地域
塩谷郡塩谷町

３　作業期間
　　令和４（2022）年９月28日から令和５（2023）年３月10日まで

（監理課）　
　───────────────────────────────────────────────
　　　○栃木県収入証紙売りさばき場所の変更
　栃木県収入証紙条例（昭和25年栃木県条例第46号）第10条の規定により、栃木県収入証紙売りさばき場所の
変更について、次のとおり届出があったので、同条例第14条の規定により公告する。
　　令和５（2023）年４月７日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

変 更 年 月 日 変更後の売りさばき場所 変更前の売りさばき場所 氏 名 又 は 名 称

令和５（2023）年
２月１日

宇都宮市西原３丁目３番17
ファミリーマート西原三丁
目店

（新規） （株）ファミリーマート

　───────────────────────────────────────────────
　　　○栃木県収入証紙売りさばきの廃止
　栃木県収入証紙条例（昭和25年栃木県条例第46号）第11条の規定により、栃木県収入証紙売りさばきの廃止
について、次のとおり届出があったので、同条例第14条の規定により公告する。
　　令和５（2023）年４月７日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

廃 止 年 月 日 氏 名 又 は 名 称 売 り さ ば き 場 所

令和５（2023）年１月31日 永倉　洋美 宇都宮市西原３丁目３番17
ファミリーマート西原三丁目店

令和５（2023）年３月14日 有限会社　サンフレンズ 宇都宮市峰町一丁目１番24号
ファミリーマート宇都宮峰一丁目店
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（会計局会計管理課）　
　───────────────────────────────────────────────

教 育 委 員 会
栃木県教育委員会告示第５号
　学校教育法施行令（昭和28年政令第340号）第35条第１項の規定により指定技能教育施設の設置者から指定
技能教育施設の廃止の届出があったので、同条第２項の規定により次のとおり公示する。
　　令和５（2023）年４月７日

栃木県教育委員会教育長　　阿 久 澤　　真　　理　　

名 称 所 在 地 廃 止 の 年 月 日

ティビィシィ学院国際自動車・ビュー
ティ専門学校

大田原市紫塚２丁目2609番２号 令和５（2023）年３月31日

（高校教育課）　
　───────────────────────────────────────────────

調 達 等 公 告
　　　○入札公告（特定調達公告）
　次のとおり一般競争入札に付する。
　　令和５（2023）年４月７日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　入札に付する事項
⑴　委託業務件名　栃木県電子請求書クラウドシステム導入・運用保守業務
⑵　委託業務内容　仕様書による。
⑶　履行期間　契約日から令和８（2026）年３月31日まで
　なお、この契約は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の３に規定する長期継続契約として実
施する。そのため、契約に当たっては、県の各年度予算において当該契約に係る経費が減額又は削除され
たときに契約を変更または解除できる旨の特約を付す。
⑷　履行場所　栃木県会計局会計管理課
⑸　本業務は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の10の２に規定する総合評価一般競争入
札の方法により行う業務である。
⑹　本業務は、単独企業と共同企業体との混合入札による。ただし、単独企業または共同企業体いずれかで
の参加に限る。
　また、共同企業体の構成員は、本入札において他の共同企業体の構成員となることはできない。

２　入札に参加する者に必要な資格
⑴　地方自治法施行令第167条の４に規定する者に該当しない者であること。
⑵　競争入札参加者資格等（平成８年栃木県告示第105号）に基づき、大分類「N通信、情報処理」、小分類
「２情報関連サービス」の入札参加資格を有するものと決定された者であること。
⑶　入札参加申請日から開札日において、栃木県競争入札参加資格者指名停止等措置要領（平成22（2010）
年３月12日付け会計第129号）に基づく指名停止期間中でない者であること。
⑷　ISO/IEC27001又はJISQ27001に準拠した認証を取得していること。
⑸　従業員規模1,000名以上の事業者に対し、仕様書第２　２業務機能に示したいずれかの機能を有する情
報システムの導入、運用・保守を行った実績を過去５年以内（平成30（2018）年以降）に有すること。
⑹　インターネットクラウドシステムを開発した実績を過去５年以内（平成30（2018）年以降）に有するこ
と。
⑺　共同企業体にあっては、代表構成員については上記要件のうち⑴～⑹の要件を満たし、その他の構成員
については⑴～⑷の要件を満たすこと。
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３　入札の手続等
⑴　契約に関する事務を担当する課の名称等
〒320-8501　栃木県宇都宮市塙田１丁目１番20号
栃木県会計局会計管理課業務改革担当　電話028-623-3008

⑵　入札説明書の交付期間、交付場所及び交付方法
　令和５（2023）年４月７日（金）から同月26日（水）まで入札情報システム上で公開する。なお、来庁
による交付の場合は、同期間（土曜日及び日曜日を除く。）の午前９時から正午まで及び午後１時から午
後５時まで⑴の場所において交付する。
⑶　入札及び開札の日時及び場所
ア　入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
　令和５（2023）年５月18日（木）午後４時までに、電子入札システムにより提出すること。ただし、
紙による入札参加の承諾を得たもの（以下「紙入札者」という。）にあっては、⑴の場所に郵送（書留
郵便。指定期日必着）又は持参により同期限までに提出すること。
イ　開札の日時及び場所
　令和５（2023）年５月31日（水）午前10時　栃木県会計局会計管理課

⑷　入札方法　１の⑴の件名で総価で入札に付する。
⑸　入札書の記載方法等
ア　入札書
　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額をもって落札価格とし、落札価格に当該金額の100
分10に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある場合には、その端数金額を切り捨
てるものとする。）をもって契約金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者
であるか免税事業者であるかを問わず、契約を希望する金額の110分の100に相当する金額を入札書に記
載すること。
　なお、単年度でなく、契約期間全体の金額で記載すること。
イ　積算内訳書
　入札書に添付すること。様式は任意とする。年度ごとの内訳が分かるように記載すること。

⑹　提出された入札書は、引換え、変更または取消しを認めないものとする。
⑺　入札を辞退する場合は、入札書の提出期限までに入札辞退届を電子入札システムにより提出すること。
提出期限までに入札書が電子入札システムに記録されない場合は、入札を辞退したものとみなす。

⑻　評価項目算定資料の提出
　入札者は、価格以外の評価を行うために、令和５（2023）年５月19日（金）午後４時までに次に掲げる
資料を提出すること。
　ただし、ア～ウについては必ず提出し、エ～クについては該当がある場合は提出すること。
　複数のシステムで構成する場合は、イにおいて構成するシステムについて記載し、エについては写しに
該当するシステムを別記し、クについては該当があるものはそれぞれ作成すること。
ア　別記様式３（評価項目算定資料一覧表）
イ　仕様書（任意様式）
ウ　別記様式４（運用経費算定表）
エ　ISO/IEC27017またはJISQ27017認定証等の写し
オ　情報処理安全確保支援士登録証等の写し
カ　情報処理試験（プロジェクトマネージャー）合格証等の写し
キ　実務経験者証明書類（国・地方公共団体への過去５年以内（平成30（2018）年以降）のシステム導入
に係る契約書、当該契約の実施体制が分かる書類の写し）
ク　別記様式５（導入実績等調書）、契約書等の写し

４　その他
⑴　契約の手続において使用する言語及び通貨　日本語及び日本国通貨
⑵　入札保証金及び契約保証金　免除
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⑶　入札者に要求される事項
ア　この入札に参加しようとする者は、競争参加資格確認申請書・ISO/IEC27001又はJISQ27001認定証
等の写し・業務実績調書（別記様式１）・添付書類を令和５（2023）年４月26日（水）午後４時までに
電子入札システムにより提出し、審査を受けなければならない。なお、添付書類の容量が３MBを超え
る場合又は提出する書類の特性上電子化できない書類が含まれている場合には、電子入札システムで栃
木県物品等電子調達運用基準（令和３（2021）年３月26日付け会管第461号）に定める提出書類通知書
（様式２）を提出することにより、当該添付書類の郵送（書留郵便による。⑴の場所に指定期日必着と
する。）又は持参による提出ができるものとする。この場合、提出書類の一式を郵送又は持参するもの
とし、電子入札システムによる提出との分割はできないものとする。
イ　共同企業体は、競争参加資格確認申請書と併せて、共同企業体入札参加資格審査申請書（別記様式
２）、共同企業体協定書の写し及び委任状を提出すること。
ウ　提出書類の作成及び提出に係る費用は、入札に参加しようとする者の負担とする。
　なお、提出された書類等については、返却しない。

⑷　審査
ア　入札参加希望者が提出した競争参加資格確認申請書等について審査し、その結果は、電子入札システ
ムにより、令和５（2023）年４月27日（木）までに入札参加希望者に伝えるものとする。
イ　入札参加資格の確認の結果、入札参加を可とした入札者が提出した入札書のみを落札決定の対象とす
る。

⑸　入札の無効　２の入札参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義務を履行しなかった
者の提出した入札書、栃木県財務規則（平成７年栃木県規則第12号）第156条第３号から第７号までに掲
げる入札に係る入札書、入札書記載金額が予定価格の制限の範囲でない入札書、栃木県物品等電子調達実
施要領（令和３（2021）年３月26日付け会管第460号）第19条に掲げる入札書及び紙入札者の入札書で、
提出期限までに指定した場所に到着しない入札書は、無効とする。
⑹　落札者決定基準
ア　落札者は、価格点と評価点を合計した総合評価点が最も高い者について決定する。
イ　上記において、総合評価点の最も高い者が２者以上あるときは、該当者にくじを引かせて落札者を決
定する。
ウ　価格点及び評価点の配点は次のとおりとする。
　ア　価格点50点
　イ　価格以外の評価点150点
エ　価格点は次のとおり算定する。
　価格点＝50×（１－（入札金額÷入札予定価格））【小数点以下第３位四捨五入】
オ　価格以外の評価点は、入札者が提出した評価項目算定資料（添付書類を含む。）により、評価項目算
定資料の提出日（以下「評価基準日」という。）現在において、別紙「価格以外の評価点　評価項目・
評価基準」に基づいて算定した評価点の合計とする。
カ　価格以外の評価点について、「必須」と記載のある項目について、基準を満たす場合は所定の点数を
加点する。
　必須項目について基準を満たさないものがある場合は、落札決定の対象としない。
キ　複数のシステムにより構成する場合は、構成するシステムの合計点をシステム数で除して算出した平
均点を加点する。【小数点以下第３位四捨五入】
　　ただし、運用維持費等の項目については上記によらず、別紙「価格以外の評価点評価項目・評価基
準」に記載されている計算式のとおり算出する。
　また、実施スケジュールおよび実施体制については各システムで作成せず、本業務委託全体の計画を
示すこと。

⑺　契約書作成の要否　要
⑻　紙による入札参加承諾等の基準　栃木県物品等電子調達実施要領及び栃木県物品等電子調達運用基準の
定めによる。
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⑼　その他　詳細は、入札説明書によるほか、電子調達に関し必要な事項は、栃木県物品等電子調達実施要
領及び栃木県物品等電子調達運用基準の定めるところによる。

５　Summary
⑴　Nature and quantity of the service to be required:
Outsourcing of implementation and operation maintenance for the Tochigi electronic invoice cloud 
system: 1set

⑵　Time and Date of bidding:
4:00PM, May 18, 2023

⑶　Information is available at: Tochigi Prefectural Main Office
1-1-20 Hanawada, Utsunomiya, Tochigi 320-8501
Work Restructuring section
Management and Accounting Division,
Accounting Bureau,
Tochigi Prefecture
TEL 028-623-3008                                                                                                 　  

　───────────────────────────────────────────────
　　　○落札者等の公示
　落札者等について、次のとおり公示する。
　　令和５（2023）年４月７日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
〔掲載順序〕
①調達件名及び数量　②契約に関する事務を担当する課又は公所等の名称及び所在地　③調達方法　④落札決
定日（随意契約の場合は相手方を決定した日）　⑤落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所　⑥落
札価格（随意契約の場合は契約価格）　⑦契約方法　⑧入札公告日又は公示日　⑨随意契約の理由（随意契約
の場合）　⑩指名業者名（指名競争入札の場合）　⑪落札方法（競争入札の場合）

１　①共用コンピュータ運用管理業務委託一式　②栃木県経営管理部行政改革ＩＣＴ推進課　栃木県宇都宮市
塙田１-１-20　③購入等　④令和５（2023）年３月23日　⑤富士通Japan株式会社栃木支社　栃木県宇都宮
市東宿郷４-２-24　⑥38,124,000円　⑦一般競争入札　⑧令和５（2023）年２月７日　⑪最低価格
２　①栃木県本庁舎で使用する電気　予定使用電力量　6,559,000kWh　②栃木県経営管理部管財課　栃木県
宇都宮市塙田１-１-20　③購入等　④令和５（2023）年４月１日　⑤丸紅新電力株式会社　東京都千代田区
大手町１-４-２　⑥191,338,170円　⑦随意契約　⑨地方自治法施行令第167条の２第１項第５号
３　①栃木県河内庁舎外57施設で使用する電気　予定使用電力量　14,460,000kWh　②栃木県経営管理部管
財課　栃木県宇都宮市塙田１-１-20　③購入等　④令和５（2023）年４月１日　⑤丸紅新電力株式会社　東
京都千代田区大手町１-４-２　⑥519,308,068円　⑦随意契約　⑨地方自治法施行令第167条の２第１項第
５号
４　①栃木県水産試験場・なかがわ水遊園で使用する電気　予定使用電力量　3,019,000kWh　②栃木県経営
管理部管財課　栃木県宇都宮市塙田１-１-20　③購入等　④令和５（2023）年４月１日　⑤丸紅新電力株式
会社　東京都千代田区大手町１-４-２　⑥99,843,872円　⑦随意契約　⑨地方自治法施行令第167条の２第
１項第５号
　───────────────────────────────────────────────
　　　○落札者等の公示
　落札者等について、次のとおり公示する。
　　令和５（2023）年４月７日

栃木県産業技術センター所長　　関　　本　　充　　博　　
〔掲載順序〕
①調達件名及び数量　②契約に関する事務を担当する課又は公所等の名称及び所在地　③調達方法　④落札決



（332） 栃 木 県 公 報 第394号令和５（2023）年４月７日　金曜日

発 行 人　　栃　　　木　　　県 〒320-8501 宇都宮市塙田１丁目１番20号　販売価格１か月3,120円
印 刷 所　　株式会社松井ピ・テ・オ・印刷 〒321-0904 宇都宮市陽東５丁目９番21号　（消費税、地方消費税及び送料を含む。）

定日（随意契約の場合は相手方を決定した日）　⑤落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所　⑥落
札価格（随意契約の場合は契約価格）　⑦契約方法　⑧入札公告日又は公示日　⑨随意契約の理由（随意契約
の場合）　⑩指名業者名（指名競争入札の場合）　⑪落札方法（競争入札の場合）

①栃木県産業技術センター等で使用する電力　予定使用電力量　2,313,100kWh　②栃木県産業技術センター
栃木県宇都宮市ゆいの杜１-５-20　③購入等　④令和５（2023）年４月１日　⑤株式会社Ｖ-Ｐｏｗｅｒ　東
京都品川区東品川３-６-５　⑥69,004,686円　⑦随意契約　⑨地方自治法施行令第167条の２第１項第８号
　───────────────────────────────────────────────
　　　○落札者等の公示
　落札者等について、次のとおり公示する。
　　令和５（2023）年４月７日

栃木県下水道管理事務所長　　寺　　内　　修　　一　　
〔掲載順序〕
①調達件名及び数量　②契約に関する事務を担当する課又は公所等の名称及び所在地　③調達方法　④落札決
定日（随意契約の場合は相手方を決定した日）　⑤落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所　⑥落
札価格（随意契約の場合は契約価格）　⑦契約方法　⑧入札公告日又は公示日　⑨随意契約の理由（随意契約
の場合）　⑩指名業者名（指名競争入札の場合）　⑪落札方法（競争入札の場合）

①栃木県下水道資源化工場で使用する重油（JIS K 2205　１種１号）第１回目　購入見込数量227㎘　②栃木
県下水道管理事務所　栃木県河内郡上三川町大字多功1159　③購入等　④令和５（2023）年３月16日　⑤両毛
丸善株式会社　栃木県足利市問屋町1535-12　⑥76.40円（１ℓ単価）　⑦一般競争入札　⑧令和５（2023）
年１月20日　⑪最低価格

（会計局会計管理課）　
　───────────────────────────────────────────────


